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 原告らは、本書面において、婚姻や氏にかかる社会的状況及び意識の変化に

関する被告主張に対する反論のほか、これらの変化の追加事情について論じ

る。なお、用語については訴状記載の「略語表」に従う。  
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第１ 夫婦別氏の選択肢を求める国民の意識の高まり 

１ はじめに 

１９４７（昭和２２）年から現在に至るまでに、社会的状況の変化に伴

い、国民の意識は大きく変化した（仮に一度最高裁による合憲判断が下さ

れていたとしても、事情変更として考慮されるのは、当該合憲判断以降の

事情に限られず、問題となっている法令制定以後の全ての事情が対象とな

ることについては、原告ら第１４準備書面第２の２を参照）。 

内閣府の世論調査における選択的夫婦別氏制度導入に関する質問では、

２００１（平成１３）年には賛成の割合が反対の割合を上回り、婚姻改氏

の当事者というべき女性の２０～３０代の回答は１９９４（平成６）年に

は既に賛成が反対を上回り、その後も賛成が高い割合を維持している。 

２０１９（令和元）年以降の民間の世論調査のうち、選択的夫婦別氏制

度の賛否を二択で問う調査では、選択的夫婦別氏制度に賛成する意見は６

～７割を超えるものばかりであり、特に、「婚姻改氏の当事者」ともいうべ

き２０～３０代女性については、ほぼ８～９割が選択的夫婦別氏制度の導

入を望んでいる。また、男女を問わず、若年世代ほど賛成割合が高い。 

このように、夫婦別氏という選択肢を求める国民の意識（または、夫婦

同氏制度には改善すべき問題があるという意識）はますます高まっている。 

  

２ 令和３年内閣府調査の調査方法及び被告による評価に問題があること  

⑴ 被告の反論とその問題点 

被告は、国民の意識について、次の２点をあげ、国民の意識の有り様が

客観的に明らかといえる状況にあるとは認められないと反論する（被告準

備書面⑶第４の２⑵イ・１３頁）。 

①内閣府による令和３年１２月調査（甲Ａ２８。以下「令和３年内閣府調

査」という。）及び近時における民間調査において、㋐夫婦同氏制度の維
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持、㋑夫婦同氏制度の維持及び旧姓の通称使用の法制化又はその拡大、

㋒選択的夫婦別氏制度の導入という３択で質問しているところ、㋐㋑の

合計が約６０ないし７０パーセントであるのに対し、㋒選択的夫婦別氏

制度導入を求める旨の回答は約２６ないし３８パーセントにとどまるこ

と 

②令和３年内閣府調査において、「あなたは、夫婦の名字・姓が違うことに

よる、夫婦の間の子どもへの影響の有無について、どのように思います

か。」との質問に対し、「子どもにとって好ましくない影響があると思う」

との回答が６９．０パーセントに上っていること 

 

しかし、原告ら第１４準備書面第２の３でも指摘したとおり、憲法上考

慮される国民の意識は、必ずしも単純な世論調査の結果のみを反映させた

統計的・定量的な事実認定ではなく、個人の尊厳及び法の下の平等といっ

た憲法の基本的価値に照らして検討される法的評価である。したがって、

世論調査の結果を単純に操作して国民の意識の有り様が明らかでないとす

る被告の主張はそもそも失当である。 

その点を措くとしても、原告ら第１準備書面第３の１でも主張したとお

り、令和３年内閣府調査には、調査の手法や設計にそもそも問題があり、

結果の評価には注意を要する。そして、令和３年内閣府調査は、本件各規

定が夫婦同氏の例外を認めていないことの合理性を基礎付けるものとはな

らず、むしろ本件各規定の不合理性を裏付けるものであることは原告ら第

１４準備書面第３の１で主張したとおりであるが、ここではより具体的に

令和３年内閣府調査の問題点を明らかにし、令和３年内閣府調査に依拠す

る被告の主張が誤っていることを指摘する。また、近時における民間調査

についての反論は下記３において述べる。 
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⑵ 令和３年内閣府調査の回答者は高齢者に偏っていること 

そもそも、内閣府調査には数々の欠陥や問題があることが、これまでに

も指摘されている。 

まず、回答者の年齢構成の偏りという問題がある。内閣府調査は、従前

より、回答サンプル数が高齢者層に偏り、６０歳以上の回答者数が全体の

半分近くを占めてきた。令和３年内閣府調査についても、以下のとおり、

６０代以上の回答者が多く、回答者全体の４５．１％を占めている（下図。

甲Ａ２８・令和４年３月内閣府政府広報室作成「『家族の法制に関する世論

調査』の概要」１頁より引用）。 

 

上記の年齢構成表を棒グラフにしたのが以下の表である（横軸の数字は

人数を表している。）。 

 

500 400 300 200 100 0 100 200 300 400 500

10代

20代

30代

40代

50代

60代

70代以上

令和3年内閣府調査 回答者年齢構成
男 女
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これに対して、実際に婚姻した人の年齢構成についてみると、男女いず

れについても、５９歳以下が全婚姻数の９８％を占めている（甲Ａ３１５

の１及び甲Ａ３１５の２：２０２０年人口動態統計参照）。これを棒グラフ

にしたのが下図である（横軸の数字は人数を表している。）。 

   

以上を見比べれば、実際にこれから婚姻しようとする世代は２０代・３

０代の若年層が多いにもかかわらず、令和３年内閣府調査の回答者はその

父母や祖父母世代である６０代・７０代といった高齢層が多いというアン

バランスな関係であることが一目瞭然である。 

野田聖子男女共同参画担当相（当時）も、回答者の半分近くを６０代以

上が占めていることにより調査結果が「現実とかけ離れている」と批判し

ていたところである（甲Ａ７３・東京新聞２０２２年３月２９日）。 

内閣府調査は、令和３年内閣府調査も含め、婚姻する者が多い若年層の

意見が反映されにくい構造となっている点で問題がある。 

 

⑶ 内閣府調査の選択肢の設定に欠陥があること  

ア 回答の選択肢の設定に問題があること 

200,000 150,000 100,000 50,000 0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000

10代

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80代

2020年 婚姻数

夫 妻
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原告ら第１準備書面第３の１でも指摘したとおり、政府の世論調査は、

１９９６（平成８）年より、突如、設問の回答に「あらゆる場面での通称

法制化」という選択肢を加え、「民法改正反対」「通称法制化賛成」「民法改

正賛成」という３つの選択肢を設けたものであり（甲Ａ６１）、これ以降も

「通称法制化」という選択肢は残された（下記表参照。令和３年内閣府調

査の資料１から抜粋）。  

 

しかし、選択的夫婦別氏制度と旧姓の通称使用の拡大はそもそも対立す

る性質のものではない。選択的夫婦別氏制度を導入し、かつ、（夫婦同氏を

選択したうえで通称として旧氏を使用したいという人や、夫婦別氏を選択

したうえで通称として配偶者の氏を使用したいという人のために）旧姓の

通称使用も拡大するという選択肢もあり得るのであるから、本来、旧姓の

通称使用も踏まえた回答を選択肢に入れるならば、 

「民法改正反対・通称法制化不要（下記表の選択肢１）」 

「民法改正反対・通称法制化賛成（下記表の選択肢２）」 

「民法改正賛成・通称法制化不要（下記表の選択肢３）」 

だけではなく、 

「民法改正賛成・通称法制化賛成」 

という４つの選択肢を設けるべきであった。それにもかかわらず、内閣府

調査では、上記表の選択肢１ないし選択肢３しか設けておらず、「選択的夫

婦別氏制の導入・通称使用の法制化」という選択肢がなかった。そのため、



   
 

9 
 

例えば選択的夫婦別姓制度の導入は賛成であるが、自分としては婚姻の際

に氏を変更した上で、旧姓の通称使用の拡大を希望する人が選択肢２と３

のどちらを選択すればよいのか分からなくなっている（このように選択的

夫婦別姓制度と旧姓の通称使用の拡大の双方の実現に賛成である者の割合

が多いことについては下記イ参照。）。したがって、令和３年内閣府調査に

は、回答の選択肢の設定にそもそも欠陥がある。 

 

イ 通称使用についての法制度の説明がないまま選択肢になっていること 

加えて、「通称使用についての法制度」という内容自体が不明なまま選択

肢とされているという問題がある。 

「通称使用についての法制度」によっても、氏を変更したこと（婚姻前

の氏が「旧姓」となってしまうこと）によるアイデンティティの喪失を解

消することはできず、新たに、ダブルネームによる管理の負担と混乱、氏

名記載を必要する多数の法や政省令についての膨大な検討作業を役所（公

務員）に負担させるものであること、実際の施行には年数を要し、官民に

膨大なシステム改修費を発生させるものであることなど多くの問題があり、

その実現可能性すら不明である（法務省作成のパンフレットでも、旧姓の

通称使用の法制度化について「逆に社会から見てその人が誰かということ

が分からなくなり、混乱を招くおそれがあります。」等と説明されている。

甲Ａ２９９・８頁）。 

しかし、令和３年内閣府調査では、こうした旧姓の通称使用の法制化に

関する多大な問題がきちんと回答者に知らされていない。結果として、旧

姓の通称使用の法制化は、回答者に対してバランスの取れた選択肢である

かのような印象を与え、回答結果を誘導するものとなっている点も繰り返

し批判されているところである。なお、実際に旧姓の通称使用の法制化に

多くの問題点があることについては、第１７準備書面にて詳述する。 



   
 

10 
 

 

ウ 旧姓の通称使用の法制化への賛成は選択的夫婦別氏制度反対と同義では

ないこと 

２０２５（令和７）年１月に実施された毎日新聞社の全国世論調査では、

「選択的夫婦別氏制度の導入」と「旧姓の通称使用の拡大」について、そ

れぞれ個別に意見を聞いたところ、  

・選択的夫婦別氏制度の導入に賛成した人全体の９０％が通称使用の拡大

にも賛成  

・通称使用の拡大に賛成した回答者の６１％が選択的夫婦別氏制度の導入

にも賛成  

という結果が出た。つまり、どちらかに賛成している人は他方にも賛成し 

ている傾向が強いこと（甲Ａ３１６：毎日新聞記事２０２５年２月６日）、

多くの回答者が、実際には選択的夫婦別氏制度と旧姓の通称使用の拡大を

二者択一的に考えておらず、その双方の実現を望む者が多いことがこの調

査結果で明らかになった。 

令和３年内閣府調査について、通称使用の拡大に賛成する者の６割以上

が選択的夫婦別氏制度の導入にも賛成しているから、通称法制化の賛成者

は選択的夫婦別氏制度の導入に反対であるかのような被告の評価は誤りで

ある（そもそも選択的夫婦別姓制度と旧姓の通称使用の拡大の双方に賛成

の人がいずれの選択肢を選べばよいのか分からないという、質問設計上の

瑕疵があることについて上記ア参照。）。 

 

エ 小括 

以上のように、令和３年内閣府調査は、そもそも回答者の年齢構成に問

題があるほか、質問方法として、「選択的夫婦別氏制度の導入」と「旧姓の

通称使用の法制化」のどちらか一方しか選べない調査方法となっている点
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でも、国民の意識が正確に反映されないという問題がある。 

したがって、令和３年内閣府調査から正確に読み取れる結果は、夫婦同

氏制度維持賛成と旧姓の通称使用の法制化賛成の計６９．２％が選択的夫

婦別氏制度に反対しているということではない。むしろ、６０代以上の回

答者が全体の４５．１％を占める中でも、「現在の制度である夫婦同姓制度」

には夫婦の氏について改善すべき問題があると考えている者が合計７１．

１％もいるということである。 

上記に照らせば、旧姓の通称使用の法制化と選択的夫婦別氏制度を二者

択一のように位置付ける誤った調査の結果をもって「国民の意識」の有り

様がなお客観的に明らかといえる状況にあるとは認められないとする被告

の主張は誤っている。 

 

⑷ 質問方法が差別的であり誘導的であること  

ア 選択的夫婦別氏制度に否定的な意見へ誘導する質問設計 

さらに、令和３年内閣府調査は、選択的夫婦別氏制度導入の是非につい

ての質問の前段において、選択的夫婦別氏制度に対する消極意見に誘導す

るような質問が設けられている点も問題である。すなわち、選択的夫婦別

氏制度についての問１２の前段である問１０において、「あなたは、夫婦の

名字・姓が違うことによる、夫婦の間の子どもへの影響の有無について、

どのように思いますか」との問いがあり、回答としては、 

「子どもにとって好ましくない影響があると思う」 

「子どもに影響はないと思う」 

との２つの選択肢しか設けられていない（甲Ａ２８・１８頁）。 

しかし、選択的夫婦別氏制度の導入による影響には、「事実婚の父母が法

律上の婚姻ができるようになり、夫婦親子の法的関係が保護され、安定す

る。」「父母が法律上の婚姻をできることにより当然に共同親権者になれ、
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親子の法的関係が強まる」などの「良い影響」もある。また、夫婦が互い

の婚姻前の氏を尊重している様子を見ながら子どもが育つことは、家族と

いう共同体の中においても個人を尊重する気持ちを育むものとして、子ど

もにも良い影響をもたらすことも想定される。令和３年内閣府調査の質問

１０の選択肢は、夫婦の氏が異なると、子どもに対する悪い影響があるか

のような印象を与える著しく偏った設定となっている。かかる質問に続い

て、選択的夫婦別氏制度の導入についての賛否（問１３）が用意されるこ

とで、回答者に対して、あたかも選択的夫婦別氏制度は子に悪い影響をも

たらす可能性があるとの予断と偏見を与える選択肢が設定されているので

ある。 

被告は、「子どもにとって好ましくない影響があると思う」との回答が６

９．０％に上っていることを挙げるが、そもそも選択肢の設定に偏りがあ

るから、正しい国民の意識を反映した数値とはいえない。 

 

イ 子への悪影響のみを深堀りする質問 

そして、続く問１１において「夫婦の間の子どもにとって好ましくない

影響があるとの意見の中には、次のような意見がありますが、影響がある

と思うものを選んでください」という深堀りの質問まで設けられており、

回答の選択肢として、 

「友人から親と名字・姓が異なることを指摘されて、嫌な思いをするな

どして、対人関係で心理的負担が生じる」 

「名字・姓の異なる親との関係で違和感や不安感を覚える」 

「家族の一体感が失われて子の健全な育成が阻害される」 

が挙げられ、この中から影響があると思うものを、個数は問わずに好きな

だけ選択するようになっている（甲Ａ２８・２０頁）。 

以上の問１１は、問１０で誘導された子どもに対する悪影響を深堀りす
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る質問であり、次の問１２の選択的夫婦別氏制度導入の是非の質問の直前

に、選択的夫婦別氏制度に対するマイナスのイメージを回答者に与える質

問となっているのである。 

こうした設問の流れについて、世論調査の方法に関する専門家も、「家族

同姓って大事だよね」「別姓って子どもにはマイナスだよね」と意識付けさ

せておいて問１２にいく流れになっているとして批判している（甲Ａ７２：

選択的夫婦別姓の賛成「最低」は本当？ 世論調査のプロが読み解くと：

朝日新聞デジタル）。  

 

ウ 質問自体が別氏親子の家族への差別 

また、そもそも、この質問自体が、日本に既に多数存在する別氏親子の

家族（連れ子再婚の家族、離婚後の親子、国際結婚の家族など）への差別

となっている。多数の回答者の中には、必ず別氏親子の家族の者もいるの

であり、そうした回答者は、自身の家族を「子が違和感や不安感を感じる

家族」「一体感のない家族」「子を健全に育成できない家族」として、国か

ら「悪い家族」として否定評価され、精神的に傷ついた者がいることが容

易に推測される。  

 

エ 小括 

このように、令和３年内閣府調査は、選択的夫婦別氏制度についての質

問（問１２）の前段の質問内容が、回答者に同制度へのマイナスのイメー

ジを与え、選択的夫婦別氏制度の導入に問題があるかのように誘導してい

るという誤りがある。  

 

⑸ 設問内容の変更により世論の経年変化の把握が不可能になったこと  

なお、平成２９年内閣府調査（甲Ａ７０）では、選択的夫婦別氏制度の
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導入に賛成した人の割合は４２．５パーセントであったが、令和３年内閣

府調査（甲Ａ２８・２１頁、甲Ａ７１の１）では２８．９パーセントとな

っており、数値だけみると選択的夫婦別氏制度の導入に対する賛成者が減

っているように見える。  

しかし、平成２９年内閣府調査と令和３年内閣府調査では質問文や選択

肢の内容が大きく変更されているため、そもそも「世論の経年変化」の把

握が不可能となってしまったのであり、単純に数値を比較することは適切

ではない（甲Ａ７２）。  

民間調査によれば選択的夫婦別氏制度への賛成が増加し続けていた同じ

時期に、内閣府調査においてのみ賛成が減るというのはあまりに不自然な

結果である。 

この設問等の変更に問題があるとして、インターネットを利用した再調

査が存在する。同調査によれば、平成２９年内閣府調査の質問と令和３年

内閣府調査の質問を改めてそれぞれ行ったところ、令和３年方式の誘導的

質問の仕方の方が選択的夫婦別氏制度に賛成する人が少なくなるという結

果が出ている（甲Ａ３１７：ジャパン・バロメーター）。すなわち、このネ

ット調査によって、 令和３年内閣府調査において平成２９年内閣府調査よ

りも選択的夫婦別氏制度への賛成支持が減ったのは設問等の変更をしたた

めであることが証明されたのであり、両調査を単純に比較して評価するこ

とは誤りであることを重ねて指摘する。  

 

⑹ 令和３年内閣府調査に関するまとめ 

以上のとおり、令和３年内閣府調査には、その回答者の年齢構成、質問

方法等の問題が多々あり、選択的夫婦別氏制度に関する国民の意識が正し

く反映されたものとはいえない。 

したがって、令和３年内閣府調査の結果を踏まえて、国民の意識の有り
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様が客観的に明らかといえる状況にあるとは認められないと反論する被告

の主張は、世論の状況を把握するにあたって考慮すべきでない資料に依拠

している点で認められない。令和３年内閣府調査の結果は、選択的夫婦別

氏制度の導入に対する賛成割合を減らすことに繋がる多くの設計上の問題

がある中で、夫婦同氏制度には問題があると考えている人が多くいること

を示すものであり、むしろ本件各規定が夫婦同氏の例外を認めていないこ

との合理性がないことを裏付けるものとして参照されなければならない。 

 

３ 被告が引用する３択の民間調査にも設問の設定方法に問題があること 

⑴ 被告の反論 

被告は、令和３年内閣府調査と同様に、①「夫婦同氏制度の維持」、②「夫

婦同氏制度を維持しつつ通称使用を法制化（通称使用を拡大）」、③「選択

的夫婦別氏制度の導入」という３択の選択肢を設定した民間調査（乙３、

９、１０、１１の１、１２、１３）を踏まえて、①夫婦同氏制度の維持を

求める旨の回答及び②夫婦同氏制度を維持して通称使用を法制化（通称使

用を拡大）する旨の回答の割合が、③選択的夫婦別氏制度の導入を求める

旨の回答の割合よりも高くなっていることを指摘している。  

 

⑵ 民間調査の調査方法にも内閣府調査と同様の問題があること  

ア 回答の選択肢の設定に問題があること 

しかし、被告が提出している民間調査も全て、選択的夫婦別氏制度に賛

成、夫婦同氏制度を維持、夫婦同氏制度を維持しつつ通称使用を法制化（通

称使用を拡大）の３通りの選択肢をもうけ、選択的夫婦別氏制度と通称使

用が相反するものとして設定されており、内閣府調査と同様、民意を十分

に反映していない。 

繰り返しとなるが、選択的夫婦別氏制度の導入にも通称使用の法制化（拡
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大）にも賛成という者も一定数いるのであり、①「夫婦同氏制度の維持」

及び②「夫婦同氏制度を維持しつつ通称使用を法制化（通称使用を拡大）」

の回答者がすべて選択的夫婦別氏制度導入に反対であるかのような整理・

評価は誤っている。 

 

イ 通称の法制化への賛成は選択的夫婦別氏制度反対と同義ではないこと 

しかも、原告ら第２準備書面でも詳述したとおり、「通称使用の拡大」と

いっても、その内容は極めて不明確であり、その十分な説明をすることな

く選択肢に取り入れている点で問題がある。しかも、「通称使用の拡大」で

は限界があり、新たな弊害や不利益が生じることから、解決とならないも

のであるところ、その点について回答者の理解が及んでいないという問題

もある。 

また、「通称使用の法制化」についても、内容が不明確かつ不十分なもの

を、その十分な説明をすることなく選択肢に取り入れている点で問題があ

る。さらに、そもそも旧姓の通称使用の拡大でも法制化でも、問題の解決

とならないことは、原告ら第１７準備書面にて詳述する。 

被告は、「通称使用の法制化」と「通称使用の拡大」を同じもののように

整理しているが、それらの内容は不明確であり、例えば、「通称使用の拡大」

に「法制化」までイメージする者もいれば、そうでない者もいる。これら

が同内容であるかのような被告の整理は、不正確である。 

 

⑶ 回答者の年齢構成比が公表されておらず、結果の評価が困難であること 

加えて、これらの調査対象となった人の年齢構成比は公表されておらず、

調査の客観性が担保されていない。内閣府調査のように回答者の年齢が高

齢層であったとすれば、婚姻当事者が直面する問題に関する回答者構成と

しては極めてアンバランスである。 
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今般、原告ら代理人は、被告が提出した民間調査の実施主体に対して、

回答者の年齢構成比等の開示を求めた。乙第１０号証の世論調査を実施し

た読売新聞グループ本社広報部からの回答は、「回答データの男女比や年代

構成などについては、従来公表していません。」と、回答者構成の開示は拒

否するものであった（甲Ａ３１８の１及び２）。また、乙第９号証・乙第１

１号証の１・乙第１２号証・乙第１３号証の世論調査を実施した産経新聞

社とＦＮＮ（フジニュースネットワーク）からの回答も、「調査自体が報道

を目的としたものであり、報道した内容以上のデータの詳細は公開してい

ないので、回答を控えさせていただきます。」として、やはり回答者構成の

明確な開示はなされなかった（甲Ａ３１９の１及び２、甲Ａ３２０の１及

び２）。そのため、回答者の男女比や年齢比が不明であり、かかる調査結果

から直ちに国民の意識の有り様を推察することはできない。 

したがって、被告の反論には理由がない。 

 

４ 新たな民間調査結果  

⑴ 民間調査における高い賛成割合 

ア 国民一般に対する調査 

原告らは、原告ら第１準備書面第３の２において近時の１６個の調査結

果を示し、民間調査では選択的夫婦別氏制度に賛成の割合が非常に高いこ

とを示した。 これらの調査では、「通称使用拡大ないし法制化」の選択肢

を設けておらず、選択的夫婦別氏制度導入への賛成者の割合を正確に把握

することができるため、国民の意識を評価する上でも信用性が高い証拠で

ある。  

原告ら第１準備書面の提出後も、こうした民間調査は増え続けている。

新たな調査結果（回答者の内訳が新たに公表されたものも含む。）を追加し

た一覧表は以下のとおりであり、選択的夫婦別氏制度の導入に賛成する割
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合は極めて高いものとなっている。なお、今回追加した調査は太字ゴシッ

ク体で表記している。 

 

表１ 選択的夫婦別氏制度導入の賛成割合 

調査

No 
書証 調査主体 回答者 賛成割合 調査実施時期 

 

1 
甲Ａ

74 
ｻﾝｹｲﾘﾋﾞﾝｸﾞ新聞社 全年齢男女 80.0% 2019.3-4  

2 
甲Ａ

75 
日本経済新聞社 

働く 20 代～50 代

女性 
74.1% 2019.11-12  

3 
甲Ａ

76 
朝日新聞社 

全有権者男女 69.0% 

2020.1 

 

女性 71.0%  

50 代以下の女性 8 割以上  

4 
甲Ａ

77 
西日本新聞社 

全年齢男女 約８割 
2020.3 

 

女性 87.5%  

5 
甲Ａ

78 
TOKYO FM 

全年齢男女 82.9% 
2020.10  

 

女性 93.2%  

6 
甲Ａ

79 

早稲田大学法学部

棚村政行研究室／

選択的夫婦別姓・

全国陳情アクショ

ン 

20 歳から 59 歳ま

での男女 
70.6% 

2020.10  

 

20 代女性 83.4%  

30 代女性 82.2%  

7 
甲Ａ

80 

日本労働組合総連

合会「夫婦別姓と

20～59 歳の働く男

女 
64.0% 2022.7  
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職場の制度に関す

る調査 2022 」 
女性 70.2%  

8 
甲Ａ

321 

国立社会保障・人

口問題研究所「第

７回家庭動向調

査」 

29 歳以下 75.8％ 

2022.7 

 

30 代 76.3％  

60 歳未満の未婚者 85.3％  

9 
甲Ａ

322 

日本財団１８歳意

識調査 

全国の 17 歳～19 歳

男女 
78.3％ 

2022.12 

 

女性 82.9％  

10 

 

甲Ａ

81 

甲Ａ

323 

 

厚生労働省 国立社

会保障・人口問題研

究所等「家族と性と

多様性にかんする

全国アンケート 」 

全国の 18～69 歳の

男女 18000 人 
83.9% 

2023.2-3 

 

10 代 94.8%  

20 代 91.4%  

30 代 86.9%  

40 代 84.6%  

50 代 81.9%  

60 代 76.7%  

11 
甲Ａ

82 
共同通信社 

18 歳以上の男女 77.0% 

2023.3-4 

 

若年層 87.0%  

女性若年層 91.0%  

12 
甲Ａ

83 
TBS NEWS23  

全年齢男女（アプ

リでの募集） 
74.9% 2024.2  

13 
甲Ａ

84 
SHE 株式会社  20 歳以上女性 75.3% 2024.3  
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14 
甲Ａ

85 
NHK 

全国の 18 歳以上の

男女 
62.0% 

2024.4 

 

60 代以下の年代 

いずれの

年代も

70％台 

 

15 
甲Ａ

86 
共同通信社 

全国の 18 歳以上の

男女 
76.0% 2024.3-4  

16 
甲Ａ

87 
朝日新聞社 

全有権者男女 73.0% 

2024.7 

 

女性 79.0%  

30 代 87.0%  

17 
甲Ａ

88 

日本経済新聞社・

テレビ東京 

全有権者男女 69.0% 
2024.7 

 

18～39 才 8 割  

18 
甲Ａ

89 
FNN 

全有権者男女 66.6% 

2024.7 

 

20 代以下女性 93.3%  

30 代女性 79.4%  

40 代女性 91.7%  

19 
甲Ａ

324 

共同通信社（第１

回衆院選トレンド

調査） 

全有権者男女 66.9% 

2024.10.12-

13 

 

自民党支持層 63.7%  

30 代以下 76.5%  

40～50 代 72.8%  

女性 70.2%  
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20 
甲Ａ

325 

Yahoo!クラウドソ

ーシング 

20 代以下から 60

代以上の男女 
66.0% 

2024.10.26 

 

20 代以下女性 76.7%  

30 代女性 72.0%  

40 代女性 69.3%  

50 代女性 69.3%  

21 
甲Ａ

326 

日本テレビ系列・

読売新聞社（衆議

院選挙出口調査） 

18 歳・19 歳 79.0% 

2024.10.27 

 

20 代 77.0%  

30 代 74.0%  

40 代 72.0%  

50 代 71.0%  

60 代 69.0%  

22 
甲Ａ

327 
朝日新聞社 

全有権者男女 63％ 

2025.2.15-16 

 

18～29 歳 80％  

自民支持層 59％  

23 
甲Ａ

328 
共同通信 

全国の 18 歳以上の

男女 3 千人 
71％ 

2025.3-4 

 

30 代女性 85％  

新たな調査結果においても、ほとんどが６～７割以上の賛成割合となっ

ており、自民党支持層も６３．７％が賛成しているほか（甲Ａ３２４の１

及び２）、特に若い世代や女性の賛成割合が高い傾向がある（甲Ａ３２１、

Ａ３２２、Ａ３２４の１及び２、Ａ３２５、Ａ３２６、Ａ３２７、Ａ３２
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８の２）。  

厚生労働省 国立社会保障・人口問題研究所等「家族と性と多様性にかん

する全国アンケート 」（表の NO.10）は、国立社会保障・人口問題研究所

などに所属する研究者チームによる全国の１万８千人を無作為抽出した大

規模な調査であるが、２０２５（令和７）年３月に公表された回答者の年

齢別回答をみれば、選択的夫婦別氏制度に賛成の者（「賛成」及び「やや

賛成」の合計）は、１０代９４．８％、２０代９１．４％、３０代８６．

８％と、特に若年層の賛成が高い傾向であった（甲Ａ３２３・１８頁）。 

 

イ 特定の職域での調査 

上記表は広く国民を対象者とした調査であるが、対象者を特定の職種に

限定したアンケートも実施されており、そういった調査においても、選択

的夫婦別氏制度に賛成の者が高い割合に及んでいる。 

 

① 都道府県知事に対する調査 

共同通信社が２０２４（令和６）年７月～８月に全国の都道府県知事と

１７４１市区町村長に対して行ったアンケート（９３％に当たる１６６７

人が回答）によれば、選択的夫婦別氏制度を「認めるべきだと思う」が２

２％、「どちらかといえばそう思う」が５６％であり、賛成意見が７８％と

いう結果であった（甲Ａ３２９）。 

② 研究者に対する調査 

さらに、一般社団法人男女共同参画学協会連絡会が２０２５（令和７）

年４月から５月にかけて学協会連絡会加盟の学協会会員に対して行ったア

ンケートによれば、有効回答数７５８２名、回答者全体の６７％、女性回

答者の８３％が、選択的夫婦別氏制度に賛成という結果であった（甲Ａ３

３０「選択的夫婦別姓制度に関するアンケート結果報告」１５頁）。同法人
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は、応用物理学会、日本化学会、日本物理学会などが中心となって理工学

系学協会に呼びかけ発足した連絡会であり、理工学系の学会員が加入して

いる団体である。 

 

⑵ 国会議員に対するアンケート 

以下２点は、国会議員に対するアンケート結果である。 

表２ 国会議員の調査表 

調査

No 
書証 調査主体 回答者 賛成割合 調査実施時期 

1 甲Ａ331 

毎日新聞（衆議院

選挙の全候補者ア

ンケートのうち、

当選者分を再集

計） 

当選者 65.0% 2024.10.28 

2 甲Ａ332 時事通信社 

全国会議員 705

名の内、回答

者 472 名 

66％ 2025.1-2 

 

甲Ａ３３１は衆議院選挙の全候補者に対するアンケートであるが、選択

的夫婦別氏制度の導入について当選者の６５％が賛成しており、自民党に

おいても、賛成３１％、反対３３％、無回答３１％と、反対者に比べて賛

成者が少ないとはいえない結果であった（甲Ａ３３１）。 

甲Ａ３３２では、その選択肢が選択的夫婦別氏制度の導入への賛否と旧

姓の通称使用への賛否が併存している点に問題があるが、そのような質問

形式であっても回答者の６６％が選択的夫婦別氏制度に賛成している（甲

Ａ３３２）。  



   
 

24 
 

以上のように、国会議員の間でも、選択的夫婦別氏制度に賛成の者がも

はや多数であったにもかかわらず、選択的夫婦別氏制度の法制化が一向に

実現しておらず、具体的な審議すらもされない状況が続いていた。これは、

民主主義の基本である多数決原理が働いておらず、もはや国会の立法によ

る問題の解決が期待できないことを裏付けるものである。 

なお、本年６月の衆議院法務委員会において、ようやく選択的夫婦別氏

制度に関する参考人招致が行われるに至った。しかし、ここでも選択的夫

婦別氏制度に対して反対の立場の参考人から、平成２７年大法廷判決につ

いて、アイデンティティの喪失の問題までは救済できないとしたものであ

るとか（２０２５（令和７）年６月１７日）、通称使用の拡大もしくはそれ

に一定の法制化をしていくということが平成２７年大法廷判決の示した方

向にも合うものであり、困っている人がいても通称使用の拡大や法制化で

全て乗り越えていくことができる（２０２５（令和７年）６月１０日）と

いった形で、平成２７年大法廷判決に関する誤った理解を前提に、平成２

７年大法廷判決が選択的夫婦別氏制度を導入すべきでない理由として用い

られてしまっている（その他、最高裁による合憲判断が国会において議論

をしない理由として使われてきたことについて、原告ら第８準備書面第６

も参照）。 

 

５ 国に対する新たな意見書  

各種団体による選択的夫婦別氏制度導入を求める動きも年々強まってい

ることは、原告ら第１準備書面第３の５で述べたとおりである。  

原告ら第１準備書面提出後に発出された意見書を追加した一覧は以下の

とおりである。なお、今回追加した調査は太字ゴシック体で表記している。 
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表３ 選択的夫婦別氏制度の導入を求める意見書  

   年月日 団体名 要請 書証 

① 1993/10/29 日本弁護士連合会 

選択的夫婦別氏制導入及び

離婚給付制度見直しに関す

る決議 

甲Ａ１０２ 

② 1995/1/20 日本女性法律家協会 
婚姻制度等に関する民法改

正要綱試案に対する意見書 
甲Ａ１０３ 

③ 2008/10 全国女性税理士連盟 民法改正の要望書 甲Ａ１０４ 

④ 2009/10/3 全国司法書士女性会 
選択的夫婦別姓早期実現推

進 
甲Ａ１０５ 

⑤ 2010/4/16 日本女性学会 民法改正に関する要望書 甲Ａ１０６ 

⑥ 2013/12/5 全国労働組合総連合 

民法の婚外子相続差別撤廃

についての改正案成立に関

しての談話 

甲Ａ１０７ 

⑦ 2014/6/23 日本学術会議 
男女共同参画社会の形成に

向けた民法改正 
甲Ａ１０８ 

⑧ 2016/3/18 日本女性法律家協会 

選択的夫婦別姓と再婚禁止

期間廃止を内容とする 民

法の早期改正を求める会長

声明 

甲Ａ１０９ 

⑨ 2021/3/10 
日本組織内弁護士協

会 

夫婦別姓制度の導入に関す

る理事長声明 
甲Ａ１１０ 

⑩ 2021/7/9 
全国保険医団体連合

会女性部 

夫婦同姓強制を合憲とした

最高裁決定に抗議し、選択
甲Ａ１１１ 
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的夫婦別姓制度の速やかな

導入を求めます 

⑪ 2024/3/8 

選択的夫婦別姓の早

期実現を求めるビジ

ネスリーダー有志の

会 

一般社団法人あすに

は 

民法改正に関する要望書  

－誰もが働きやすい国へ向

け、選択的夫婦別姓制度の

法制化を求める－ 

甲Ａ１１２ 

⑫ 2024/3/8 
公益社団法人 経済

同友会 

選択的夫婦別姓制度の早期

実現に向けた要望 
甲Ａ５３ 

⑬ 2024/3/8 
一般社団法人新経済

連盟 

選択的夫婦別姓制度の早期

実現に向けた要望 
甲Ａ１１３ 

⑭ 2024/6/14 日本弁護士連合会 

誰もが改姓するかどうかを

自ら決定して婚姻できるよ

う、選択的夫婦別姓制度の

導入を求める決議 

甲Ａ１１４ 

⑮ 2024/6/18 
一般社団法人 日本経

済団体連合会 

選択肢のある社会の実現を

目指して～女性活躍に対す

る制度の壁を乗り越える～ 

甲Ａ５４ 

⑯ 2024/7/3 日本取締役協会 
異なる選択を許容し尊重す

る社会の実現に向けて 
甲Ａ４９ 

⑰ 2024/11/7 日本弁護士連合会 

女性差別撤廃委員会による

勧告を受けて、選択的夫婦

別姓制度の速やかな導入を

求める会長談話 

甲Ａ３３３ 
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⑱ 2025/5/25 日本経済団体連合会  

選択肢のある社会の実現を

目指して～女性活躍に対す

る制度の壁を乗り越える～

（改訂）  

甲Ａ３３４ 

 

６ 地方議会による選択的夫婦別氏制度導入を求める決議の増加  

地方議会においては、国に対して選択的夫婦別氏制度の導入を求める意

見書が採択され続けている。２０２４（令和６）年８月末時点で意見書が

採択された議会の合計数は３３３議会であったが（甲Ａ１００）、２０２５

（令和７）年８月７日時点において、かかる意見書が採択された議会の合

計数は４１０議会に及んでいる（甲Ａ３３５・地方議会意見書一覧）。  

ここで、選択的夫婦別氏制度の導入を求める意見書が採択された都道府

県・市区町村の人口（住民基本台帳、２０２４年１月現在）を合計すると、

９０２４万８５６３人となる。これは、同月時点の日本の総人口１億２４

８８万５１７５人の、実に７２．２６％となる。２０２４（令和６）年８

月末時点で意見書が採択された都道府県・市区町村の人口は、同様の計算

をすると８２８１万９６９８人で、日本の総人口の６６．３２％であった

が、その後も採択が増え続けた結果、とうとう７割を越えたものである。

この数値は、各種アンケートにおいて選択的夫婦別氏制度に賛成との回答

が６～７割以上という結果が頻出している状況とも整合しており、もはや

７割以上の日本国民が、選択的夫婦別氏制度の導入を求めている現状が裏

付けられている。  
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第２ 近時の調査結果    

１ 事実婚に関する調査 

⑴ 事実婚の実態  

ア 事実婚の割合 

男女共同参画白書では、内閣府が令和３（２０２１）年度に実施した各 

種意識調査の結果に基づき、婚姻の実態はあるが婚姻の届出を行っていな

い事実婚を選択している人は成人人口の２～３％を占めていると推察して

いる。 

例えば、内閣府男女共同参画局が実施した委託調査（「令和３年度 人生

１００年時代における結婚・仕事・収入に関する調査」・甲Ａ８）では、調

査回答者のうち「配偶者（事実婚・内縁）がいる」と回答した人は２．３％

であった。別調査（「令和３年度 性別による無意識の思い込み（アンコン

シャス・バイアス）に関する調査研究」）では、調査回答者のうち「事実婚」

と回答した人は２．９％、「パートナーと暮らしている」と回答した人は１．

１％であった。内閣府大臣官房政府広報室による世論調査（「家族の法制に

関する世論調査」）においては、「あなたは現在、結婚していますか」との

質問に対し、「結婚していないが、パートナーと暮らしている」と回答した

人は２．５％となっている。（以上、甲Ａ３３６の１・男女共同参画白書令

和４年版 コラム３「事実婚の実態について」より引用） 
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（上記図は、甲Ａ３３６の２・男女共同参画白書令和４年版 コラム３「事実婚

の実態について」内の「（図）各種意識調査」より引用） 

 

イ 「事実婚」と夫婦の氏 

事実婚を選択する理由としては、夫婦の氏の問題があることが指摘され

ている。 

内閣府男女共同参画局が実施した委託調査においては、積極的に結婚し

たくない理由として「名字・姓が変わるのが嫌・面倒だから」と回答した

割合は、２０～３０代の女性で２５．６％、男性で１１．１％、４０～６

０代の女性で３５．３％、男性で６．６％であった（甲Ａ８・３９頁）。 
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⑵ 事実婚カップルに対する意識調査 

ア ２０２４（令和６年）実施の事実婚に関する意識調査（甲Ａ３３７） 

２０２４（令和６）年５月に一般社団法人あすにはが事実婚当事者を対

象に実施した「事実婚に関する意識調査」によれば、回答者の８６％が、

婚姻の届出をしない理由として「自分が改姓を望んでいない」ことを挙げ

ている。 

また、回答者の９１．９％が、「選択的夫婦別姓が法制化されたら、婚姻

届を提出する」と回答している。 

法律婚が出来ないことによる不利益としては、「漠然とした心理的不安」

「社会のあらゆる夫婦向けのサービスの対象にならない」「別姓の理由を都

度問われる」「子供が非嫡出子になる子供の不利益」などが挙げられている。 

 

イ ２０２５（令和７）年実施の事実婚に関する意識調査（甲Ａ３３８） 

２０２５（令和７）年３月、「一般社団法人あすには」は、全国の１０～

５９歳男女を対象に事実婚に関する大規模調査を行った。 

スクリーニング対象の２０歳から５９歳の１万人のうち２．０％が事実

婚と回答しており（甲Ａ３３８の１・１０頁）、この数値は、内閣府男女共

同参画局が発表している“事実婚を選択している人は成人人口の２～３％

を占めている”との推計に合致している。 

この調査で明らかとなった各年代の事実婚割合を、２０２５（令和７）

年３月時点の２０代から５０代の人口推計（総務省統計局、甲Ａ３３８の

２）にそれぞれ乗じると、合計約１２２．６万人の人が事実婚状態にある

と推定される（下記表参照）。 

また、回答者全体の約半数（４９．１％）、２０代では６割以上が、「選

択的夫婦別姓が法制化されたら、法律婚に移行する」と回答している（甲
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Ａ３３８の１・１８～１９頁）。上述の各年代の事実婚の人数推計に各年代

の回答割合を乗じると１２２．６万人存在すると推計される事実婚人口の

うち、実に約５８．７万人が選択的夫婦別氏制度が法制化されたら婚姻届

を提出すると考えている（結婚待機人数）と推計することができる（下記

表参照）。 

 

 （上記は、あすには「事実婚当事者の意識調査分析結果」甲Ａ３３８の１・

２０頁より引用）  

 

また、上記調査において、事実婚をしている５３２名を対象に、婚姻届

出をしない理由を質問したところ、「自分又は相手が改姓を望まないから」

が最も多かった（甲Ａ３３８の１・１４～１５頁）。 

法律婚が出来ないことによる不利益としては、「税の控除が受けられない」

「医療行為への同意ができない可能性がある」「相続権がない／遺言書があ

っても相続税がかかる」といった回答が多かった（甲Ａ３３８の１・１６

～１７頁）。 
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ウ 男女共同参画学協会会員に対する調査 

一般社団法人男女共同参画学協会連絡会が２０２５（令和７）年４月か

ら５月にかけて学協会連絡会加盟の学協会会員に対して行ったアンケート

によれば、回答者全体の３．５％、女性回答者の４．９％、男性回答者の

２．７％が事実婚経験者（「事実婚」のみの経験者及び「法律婚と事実婚」

両方の経験者の合計）であるという結果が出た（甲Ａ３３０「選択的夫婦

別姓制度に関するアンケート結果報告」１２～１３頁）。この数値は内閣府

調査の２～３％よりもやや高く、研究者については、過去の研究実績が断

絶されることのないよう、従前の氏を名乗り続ける必要があるという側面

が影響していると思われる。 

 

⑶ 小括 

以上のとおり、上記の意識調査により、日本には、事実婚のカップルが

１００万人以上いることが推計されること、そのほとんどが、互いが改姓

を望まないために事実婚を選択せざるをえなかったものであること、仮に

選択的夫婦別氏制度が法制化されたら婚姻届を提出すると考えている人が

全体の約半数、２０代では６割以上いること、結婚待機人数は２０代から

５０代全体で約５８．７万人と推計されることが明らかになっている。 

 

２ 改正後、実際に別氏としたい人たちが多くいること 

⑴ 令和３年内閣府調査からの推計 

内閣府調査では、選択的夫婦別氏制度の導入に賛成した人に対して、選

択的夫婦別氏制度に変わった場合に夫婦別氏を希望するかという質問をし

ている。  

そこで、令和３年内閣府調査において、選択的夫婦別氏制度の導入に「賛

成」かつ「選択的夫婦別氏制度に変わった場合に夫婦別氏を希望する」と
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回答した者の割合（甲Ａ７０、甲Ａ３３９の１）を、２０２１（令和３）

年の人口推計（甲Ａ３３９の２）と掛け合わせたのが下記表である。 

表４ 夫婦別姓を選びたい人の割合と人数 

夫婦別姓を選びたい人の割合と人数   令和３年内閣府調査からの推計  

年齢  
①選択的夫婦別

氏制度に賛成  

②賛成者の内、

夫婦別氏を希

望する者  

③回答者全体に

占める別氏希望

者 の 割 合   

①×②  

④別氏希望者の人

数  

年 齢 別 人 口 ×③

（人）  

18～29 歳  39.9% 27.9% 11.1% 1,566,432  

30～39 歳  38.6% 28.8% 11.1% 1,475,190  

40～49 歳  39.2% 25.1% 9.8% 1,715,000  

50～59 歳  31.0% 35.2% 10.9% 1,827,494  

60～69 歳  25.7% 30.2% 7.8% 1,177,644  

70 歳以上  15.1% 37.2% 5.6% 1,580,320  

計        9,342,080  

 

上記表によれば、６０歳未満では約１割の人が実際に夫婦別氏を選ぶこ

とを希望しており、選択的夫婦別氏制度に変わった場合に夫婦別氏を希望

すると考えている人は日本中で約９３４万人いると推計される。これは、

少数派ではあっても、決して少ない人数ではない。 

なお、令和３年内閣府調査の選択肢には、通称使用の法制化に関するも

のも含まれており、通称使用の法制化を選択した者にも、選択的夫婦別氏

制度に変わった場合に夫婦別姓を希望すると考えている人は含まれている
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ことから、実際には夫婦別氏を希望する者はより多い人数となることが推

測される。 

 

⑵ 他の各種調査結果   

ア ２０２１（令和３）年４月２６日に女性経営者を対象として一般社団法

人日本跡取り娘共育協会が実施したアンケートによれば、既婚者は結婚し

たとき（未婚者は結婚するとき）、選択的夫婦別氏制度があれば、夫婦別氏

を選んだか（選ぶか）という質問に対し、６４．４％が「選ぶ」と回答し

ている（甲Ａ９０・４頁）。 

イ ２０２５（令和７）年２月に日本経済新聞が読者約２３００人にオンラ

イン調査したところ、６３％が選択的夫婦別氏制度の導入に賛成であり、

結婚している女性５１５人の半数以上が「別姓を選択したかった」と答え

た（甲Ａ３４０：日本経済新聞２０２５年３月７日）。 

ウ ２０２５（令和７）年５月、中国新聞社は、２０、３０代を対象とした

アンケートを行った。同アンケートでは、女性の４６％が、法律で選択的

夫婦別氏制度が認められたら利用を希望すると回答した。一方で、男性は

２９％にとどまるとの結果であり、男女の意識の差も浮かび上がる結果と

なった（甲Ａ３４１：中国新聞デジタル記事２０２５年５月３１日）。 

 

⑶ 小括 

以上のように、日本中に、選択的夫婦別氏制度が導入された場合には実

際に夫婦別氏を希望すると考えている、決して少なくない人々が存在して

いる。そして、調査によっては、半数もしくはそれ以上の女性が、選択的

夫婦別氏制度を単に支持するのだけではなく、改正後に自身が利用したい

と待ち望んでいる現状が明らかとなっている。 
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以上のとおり、選択的夫婦別氏制度に賛成する割合は前回書面以降も増

加しており、国民の意識は変化し続けている。 

選択的夫婦別氏制度と通称使用の拡大（法制化）は二者択一ではなく、

両者に賛成という者も少なからず存在するから、選択的夫婦別氏制度と通

称使用の拡大（法制化）のどちらかしか選べないような選択肢の設定は誤

っている。また、調査結果を評価する際には、回答者の年齢構成比が各年

代でバランスがとれていることが重要である。 

各年代にバランスよく、選択的夫婦別氏制度の賛否をストレートに問う

た調査結果こそ、民意を正確に表すものであり、そういった調査結果では

選択的夫婦別氏制度への賛成割合が６～７割を越えている現状が明らかに

なっている。特に婚姻年齢といえる若年層の賛成割合は高く７～８割に及

んでいる。 

また、選択的夫婦別氏制度の導入を自らの問題として待ちわびている国

民も多く存在する。日本では、事実婚をしている人が１２２万６０００人

程度おり、うち推計５８万７０００人程度が、選択的夫婦別氏制度が導入

されれば婚姻届を提出する「結婚待機人数」である（甲Ａ３３８の１）。ま

た、令和３年内閣府調査によれば、事実婚に限らない日本国民のうち、選

択的夫婦別氏制度が導入された場合に夫婦別氏を希望する者は約９３４万

人いる（推計）。 

このように、決して無視のできない多くの国民が、選択的夫婦別氏制度

の実現を待ち望んでいる。 

１９４７（昭和２２）年から現在に至るまでに、社会的状況の変化に伴

い、国民の意識は大きく変化しているのであり、現在の夫婦同氏制度（別

氏という例外を認めないこと）の必要性及び合理性は、既に失われている。 

以上  
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